
 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

  



 

はじめに 

 本市は，つくばエクスプレス開業により急速に都市化が発展した

市街地と豊富な水辺環境やみどり豊かな自然環境を併せ持つまちで

す。本市に暮らす市民の方は，市内で農業を営む方から都心に勤め

るサラリーマンまで，子育て世代からシニア世代の様々な方々が多

様な生活を送っています。 

 近年，人々の価値観は量よりも質の豊かさを，物の豊かさよりも

心の豊かさを重視する方向へと変化してきています。個人の価値観

や生活様式が多様化し，行政に求めるものも「画一的なサービス」から「きめの細かいサービ

ス」へ，「量的な満足」から「質的な満足」へと変化しており，居住地域ごとに異なる課題に的

確に対応しながら，市民の暮らしの満足度を高めていくことが求められています。 

 このような本市の特性や時代の変化に対応しつつ，地域の魅力と個性にあふれる“まちづく

り”の力を引き出していくため，これまでのような行政主導型の“まちづくり”の手法から，

市民と行政が共に考え，決定，行動し，支え合う，協働型の“まちづくり”へと転換していく

ことが必要であると考えております。 

 そのため，市民，地域活動団体，事業者，行政をはじめとする多様な主体が，これまで以上

に連携を深め，それぞれお互いの立場を理解し，尊重し合いながら，それぞれの得意分野で力

を出し合い，地域の特性を生かした協働のまちづくりを進めることが大切です。協働とは，特

に新しいものではありません。本市には，地域における様々な活動やボランティア活動が既に

多く根付いています。このような，自分たちのまちは自分たちで守るということが協働の第一

歩になると考えております。 

 この指針は，学識経験者・区長会・各種活動団体の代表者・公募市民等で構成される「つく

ばみらい市市民協働基本指針策定委員会」において，協働のまちづくりに関する検討を行いな

がら，本市の「協働」における基本的な考え方や方向性を示す指針として策定しました。 

 今後は，この指針に基づいて，まちづくりに携わる全ての方々とともに，それぞれの特色と

個性を生かした連携・協力の仕組みを構築し，より良いまちづくりを目指していきたいと考え

ております。 

 最後に，この指針の策定にあたりまして，市民懇談会を通じて貴重な御意見や御提案をいた

だきました市民の皆様，並びに熱心に御協議頂きましたつくばみらい市市民協働基本指針策定

委員会の委員の皆様に感謝申し上げます。 

 

2019年（平成 31 年）３月 

つくばみらい市長  小田川 浩 
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Ⅰ 策定の趣旨 

１ 市民協働基本指針の策定の背景と目的 

2006年（平成18年）3月につくばみらい市が誕生して以降，みらい平駅周辺の沿線開発の

進展とともに人口が増加し，都心との距離も比較的近く自然豊かでゆったりと静かな環境を魅

力とした５万人規模のまちに成熟し，今後もさらなる発展が期待されています。しかしなが

ら，地域社会の高齢化や少子化問題，核家族化等による地域活動の担い手の高齢化や価値観の

多様化やライフスタイル※１の変化による近隣住民間のつながりの希薄化など，地域社会を取

り巻く環境も大きく変化し，市民ニーズが多様化・複雑化しており，これまで行政が担ってき

た，地域社会における課題等を行政だけでは十分に対応できないケースが多くなってきていま

す。その一方で地域の公共的課題の解決を行政任せにするのではなく，自ら取り組もうとする

市民やＮＰＯ法人※２なども増えており，市民の発想や想像力，得意分野を生かした活動もみら

れる状況にあります。 

このようなことを背景として，「公共」は行政のみが担うべきものという従来の考え方から

脱却し，地方自治の精神である「自分たちの地域は自分たちの手でつくる」という理念の下，

市民と行政がパートナー（同伴者）として協力し合い，ともにまちづくりを進める「協働」が

求められていることから，市民と行政のあり方や方向性を示すものとして「つくばみらい市市

民協働基本指針（以下，本指針という）」を策定します。 
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資料：住民基本台帳（各年 4月 1日） 

 

図－つくばみらい市の人口 

※１）ライフスタイル：生活の様式・営み方（人生観・価値観・習慣などを含めた個人の生き方） 

※２）ＮＰＯ法人：ＮＰＯのうち，特定非営利活動促進法に基づく認証を取得した法人 
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２ 市民協働基本指針の位置づけ 

2018年（平成30年）3月に策定した第２次つくばみらい市総合計画では，「しあわせと

笑顔あふれる みどりがつなぐ“みらい”都市」を将来像として掲げ，市民や様々な団体の

方々と協力しながら，夢や目的を共有し，すべての人が，生きがいを持って，いきいきと輝

き，笑顔があふれる“元気”なまちづくりを目指していくことを位置づけています。 

これらのビジョン（将来像）の実現には，市民や行政をはじめとして，誰もが主役となって

まちづくりを進め，まちの総合力を高めていくことが不可欠です。そのため，市民と行政お互

いの持ち味を発揮しながらまちづくりを進める「市民協働」が，これからのつくばみらい市を

創っていくためには改めて必要となっています。 

 

  第 2 次つくばみらい市総合計画における「協働」の位置づけ 

《基本構想》 

第３章：まちづくりのデザイン 

－ライフデザイン（暮らしづくり構想） （抜粋） 
これからの市民の福祉・医療といった安心な暮らしや，一人ひとりの子どもに応じた教

育を支えていくには，自治体（公共機関）・コミュニティ（地域社会）・非営利の組織（新

しい公共）・市場（民間企業）が役割分担し，連携・協力をしていく必要があります。 

－ソーシャルデザイン（地域社会づくり構想） （抜粋） 
これからの地域社会においては，市民が主体的に地域活動や行政活動に参加し，行政を

主体としてきた地域の課題解決の仕組みから脱却し，行政と連携して地域の課題の解決に

取り組むことのできる新しい地域社会づくりを目指していく必要があります。 

 

第４章：まちづくりの基本目標 

－連携や協力によって支え合う社会を創る （抜粋） 
これまでの行政主導型から，市民と行政が共に考え，決定，行動し，支え合う，協働型

へと転換する仕組みを整備し，政策形成能力の高い機能的でコンパクトな行政経営を目指

します。また，転入住民と在来住民の相互理解の下に自治会等の地縁的な活動組織やＮＰ

Ｏなど市民活動を行っているテーマ型活動組織など多様な主体が連携・協力し合う協働関

係の構築を目指します。 
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３ 市民協働基本指針の必要性 

これまでは主に行政が公共サービスの提供や地域課題を解決する役割を担ってきましたが，

これからはより魅力的で満足度の高いまちとするため，市民力を生かした様々な活動主体がそ

れぞれの役割分担の下，連携して協働を推進していくことが重要となっています。 

そのため，自治会※３や地域コミュニティ※４による活動，市民活動団体やＮＰＯ法人，ボラ

ンティア※５団体等が個々の目的ごとに活動している状況から，協働の目的や目指す市民協働

の姿や役割などを共有できるよう協働のルール（指針）を策定し，市民活動の専門性や先駆

性，多様性を生かしたまちづくりの推進を通じて，市民活動の自立による「協働」のまちづく

りへと実現を図っていく必要があります。 

 

  

「協働」が求められるようになった背景 

地方分権の進展

(国と地方の関係に

伴う役割の変化) 

社会経済情勢の

変化と住民ニー

ズの高度化や多

様化 

市民の自主的か

つ自発的な活動

が活発化 

住民主体のまち

づくりの必要性

(地域コミュニティ

活動の低下やつな

がりの薄れ) 

協働のルールを明示した指針の策定 

指針による協働の共有化 

協働の体制の構築 

市民活動の自立による「協働」のまちづくりの実現 

市民活動の専門性や先駆性，多様性を生かしたまちづくりの推進 

※３）自治会：地域の居住者が，自分たちの共通利益の実現と生活の向上を目的としてつくる組織 

※４）地域コミュニティ：住民相互の交流が行われている地域社会，あるいはそのような住民の集団 

※５）ボランティア：さまざまな分野で自発的にかつ個人の能力を生かして無償で社会的活動をする人 
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□３つの「協働」「協同」「共同」の違いは 

「協」の字源は「組みあわせた形で農耕に協力すること」，「共」は「ともにする，ささげること」

となっています。一方，「働」は「農耕に従事すること」，「同」は「儀礼で祓い清め一体となること」

となっています。元来，「協働」の漢字は「人を組み合わせて協力し，農耕に従事すること」の意味を

持っています。「協同」の場合も，「人を組み合わせて協力し，農耕のために一体として取り組むこ

と」，「共同」は「他の人とともに身をささげ，一体として取り組むこと」という意味を漢字は持ってい

ます。 

つまり，すべての「きょうどう」は，「何か一つの目的のもと人が集まる」という意味合いを持ちま

すが，「協働」の場合は，その上で「それぞれが協力しあい，異なる役割で活動していく」という特徴

を持ちます（資料：字統（白川静著））。 

 

 

 

 

 

 

□協働のイメージ 

①どんなことを？ 

⇒生活やまちづくりで一人ではで

きないことをやる 
最近家の周りでごみが散らかっ

てるなぁ。でも一人じゃとても全

部はできないなぁ。 

②だれがやる？ 

⇒地域や団体，事業者が市と協力してやる 
町内会に相談して，やり方を

ＮＰＯ法人やボランティアに

相談してみよう。 
 

④協働のスタート 

仲間も増えたし，まちがいつ

もきれいになるぞぉ～。今度

は，ごみが出ない取り組みも

みんなで考えてみよう～。 

③どんなふうにやればいい？ 

⇒情報を共有して同じ目的の人を募ってやる 
参加できる人を募ろう。NPO やボ

ランティア団体にも協力を呼びか

け，指導してもらおう。 

市とごみの受け入れについて協

議しよう。 

 

□協働って何？？ 
 

どうすれ 
ばいい？ 

協働：様々な人や団体等が同じ目的のために協力しあい，

それぞれが異なる役割のもと活動すること 

協同：様々な人や団体等が同じ目的のために協力し，一体

となること 

共同：同じ目的のために集まり，一体となること 

 

 

協働の取り組みは，自治会や子ども会の活動，ボランティア活動などはもちろ

んのこと，地域のごみ拾いや清掃，災害発生時の助け合い，防犯活動，子どもや

高齢者の見守りなど様々。協働っていうとよくわからないけど，地域の課題やま

ちづくりに協力して関わることが協働ってことなんだ～。 
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Ⅱ 目指す市民協働の姿 

本市は，首都近郊にあり，利便性と豊かな自然環境が調和した，暮らしやすいまちです。自

然と人間の知恵が織りなすことで育まれてきた文化や歴史は，私たちの日々の生活のなかに

“思いやり”や“気づかい”として息づき，人に優しく，人情味にもあふれたまちでもありま

す。 

しかし，今日の社会変化のなかで，そうした本市のよさを将来にわたって保ちつづけるため

には，市民一人ひとりの努力が必要です。 

私たちのまちをもっと住みやすく，安心して暮らせる場所とするため，そして子どもたちや

その次の世代に誇れる郷土愛に満ちたまちとするためには，みんなが一緒になってまちづくり

について考え，行動すること，つまり市民と行政との協働が欠かせません。以上のことから，

目指すべき“まち”の姿を実現するための市民協働の姿を現すテーマを次のように定めます。 

 

 協力と連携がつなぐ 

笑顔あふれる“みらい”都市 
 

図－目指す市民協働の姿 
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Ⅲ 市民協働を進めるために 

市民協働を推進するためには，それぞれの役割分担を認識するとともに，協働の主体となる

「ひと」を育て，それらをつなぐ「しくみ」をつくり，推進する「体制」を整備充実させるこ

とが必要です。そのための取り組むべき方向性を整理します。 

１ 役割分担 

協働を推進していくためには，地域社会を構成する個人から地縁型活動団体，目的型活動団

体，その他団体組織，事業者，市が相互理解のもと，それぞれの役割と責任を担い，お互いに

連携・協力することが重要です。 

 

 

市民の役割 

 地域コミュニティの一員として，協働への理解を深め，地域課題

の解決やさらなる魅力づくりに向けて，協働に関わる活動に積極的

に参加することが求められます。 

活動団体等※６の役割 

 地域社会を構成する主体として，地域の課題や社会問題に対する

理解を深め，自らの活動を通じて協働に関わる活動に貢献すること

が求められます。また，市民個人ではできない専門的な領域を担い

ながら，高度な協働事業を推進していくことが期待されています。 

行政の役割 

 市民や活動団体等が協働を進める上での支援や機会の充実，必要

な情報の提供や共有化，コーディネート※７に取り組むことが期待さ

れています。 

  

※６）活動団体等：地縁型活動団体，目的型活動団体，その他団体組織，事業者等 

※７）コーディネート：物事を調整し，まとめること（市民と市の所管部署の調整や，行政内部の連携がと

れるようコーディネートする機能） 
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２ ひとづくり・しくみづくり 

１）ひとづくり 

（１）市民意識の醸成 

市民一人ひとりが自分の地域の産業や歴史や文化，地域が抱える課題などについて知る機

会の拡充を図り，誇りと愛着を持つと同時に，まちづくりに対する関心を高めながら，主体性

を持って地域活動に参加する市民意識の醸成を図ります。 

また，地域に参加するということを通じて学ぶ，学びながら参加するという，参加と学び

のスパイラル（好循環）を生み出すとともに，体験を通じて市民協働へと拡がる機会の創出を

図ります。 

（２）協働を推進するリーダー（先導者）や人材の育成 

市民協働の活動を発展させ連携できるリーダー（先導者）や人材を育成します。まちづく

りに関する研修の開催や受講支援，他地域への視察などを積極的に行い，本市の地域活動を率

先して動かす人材を育成します。 

（３）協働に関わる活動への参加促進 

協働に関わる活動を「いつ，どこで，どのように実施するか」について，さまざまな媒体

や機会を活用しながら積極的に周知し，より多くの市民の活動への参加を促すとともに，同様

の目的や課題を持つ各主体に対し，参加を積極的に呼びかけます。 

また，参加するきっかけづくりや参加への不安を解消するための各種講座，セミナーなど

を開催するなど，趣味や個人的関心から地域に関わることができる入口の多様化と柔軟な環境

づくりを図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 2018 年（平成 30 年）9 月，10 月に実施しました，つくばみらい市市民協働基本指針

策定に伴う「市民懇談会」において，「ひとづくり」に関して以下のようなご意見をいただ

きました。 

□継続して協働を考える場が必要 
・市職員も交えて自治会や市民活動団体が対話できる場を今後も継続し，共通の場を探

り，広げていく努力を両者が進めていくことが必要 

□協働で行う（行っている）活動を支えていくことが重要ではないか。 
・協働による高齢者や障がい者の支援への対応 

・郷土芸能や街並み保全など市の資源を大切にするサポートへの対応 

・自治会・市民活動団体の会員の減少への対応 
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２）しくみづくり 

（１）情報提供・情報共有 

市民，地域活動団体，行政をはじめとする多様な主体がまちづくりの課題を共有し，一緒

に取り組んでいくことができるよう，地域課題や市政の方向性，施策や事業の実施状況などに

ついての積極的な情報提供及び情報公開を進めます。 

（２）提案の場や機会 

まちづくりに対する意見や提案を行うことができる機会を拡充し，企画から運営，評価に

いたる各段階においてより多くの主体が参画し，多様な視点から提案できる場として（仮称）

市民協働推進委員会等をつくります。そして提案に対し，その実現に向けた支援や連携・協力

体制づくりを推進します。 

（３）コーディネート機能 

さまざまな立場の人たちが出会い，相互理解を深め，連携を模索できる場や機会をつくる

とともに，具現化への流れを確立します。そして，幅広いネットワークと調整能力を持つコー

ディネーターを育成します。 

 

図－協働のパートナー（同伴者）と市民協働の範囲 

 

  

※市民協働の範囲は，まちや地域に関わり，協力する同じ目的を持った個人活動から団体活動などとしています。公

共的な活動（事業化）を展開することで，協働の活動や意識を徐々に高めていきます。個人的な活動に対しても協

働のパートナー（同伴者）として地域活動に参加する意識の醸成や参加のきっかけづくり（講座やセミナーの開

催）などに取り組みます。 
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 2018年（平成30年）9月，10月に実施しました，つくばみらい市市民協働基本指針策定

に伴う「市民懇談会」において，「しくみづくり」に関して以下のようなご意見をいただきまし

た。 

□情報の発信と共有 
・団体間の情報やノウハウを公開し合い共有する 

・ボランティアに関する情報をもう少し市民にアピールすることが必要 

□協働体制をつくるまとめ役 
・行政や市民，活動団体をつなぐコーディネーターが必要 

・団体と自治会の動きがまだバラバラであるためまとめる仕組みが必要 

□協働の制度 
・地域通貨（ボランティアポイント制度）となる仕組みなどの検討が必要 

・市民の安全性を確保する（ボランティア保険等）制度の検討が必要 

・集会場などを市民が活動の場としても使えるように力を入れることが必要 

□市民と行政の役割分担（活動しやすい環境整備） 
・市民の主体的な発案や意見に対し，行政がどう支援し，バックアップするかが必要 

・活動の場の広がりを作れるようなシステムが必要（施設利用など） 

・地元の高校生や地域を巻き込んでやってもらいたい 

・NPO 法人や小さな組織をつくるため市のサポートが必要活動の困りごとなどの団体間の

意見交換できるネットワークが求められている 

 
▲市民懇談会の様子（第 1回伊奈庁舎） 

 

 
▲市民懇談会の様子（第 2回谷和原庁舎） 
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３ 協働の深化と発展のプロセス(過程) 

１）学ぶ協働や教える協働による活動の深化 

自らの活動をより深くより高度にしていくことは，市民協働のさらなるレベルアップにつ

ながります。活動分野に関連する講座や学習会等に参加する機会を高め，学んだ成果を活動に

還元していく，継続的な市民協働のレベルアップのサイクルの構築を図ります。 

 

２）協働を健全に育て発展させる客観的立場での支援 

市民協働が明確な目的を持って継続的に発展していくために，客観的な立場で助言しリー

ドする役割の存在も重要です。大きく変化する時代の中においても，市民協働の有り様を明確

に見定めながら，公平で公正な活動の検証や専門的助言や相談，活動の拡大に向けたサポート

等々，市民協働を進める良きパートナー（同伴者）として支援を行う機能を有する中間的組織

の充実を図ります。 

 

 図－協働の深化と発展 

  

・活動分野に関連する講座や学習会

等に参加する機会の充実 

・学んだ成果を活動に還元していく

場の充実 

・公平・公正な活動の検証 

・専門的助言・相談 

・活動の拡大に向けたサポート 
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Ⅳ 推進体制 

１ 市が進める協働の体制づくり 

１）地域活動団体が活動しやすい環境をつくる体制づくり 

・各主体の特長や強みを生かすことができる活動を常に模索し，他団体との交流や情報交換

しながら，活動機会の拡充に取り組みます。 

・活動機会の拡充にあたっては，協働のまちづくり活動を支援する拠点として「（仮称）市

民協働まちづくりセンター」を設置します。 

・人や団体とその活動をつなぐコーディネーターと活動を支える人材の育成や確保，安心で

安全に活動できる環境及び活動資金を確保します。 

・活動内容の周知や交流を図るなどして，活動の幅を広げられるよう工夫します。 

２）企業や事業所が協働に参画できる体制づくり 

・企業や事業所が持つ機能や専門性を生かして，地域の発展や地域課題の解決に資する企業

活動の拡充を促します。 

・地域課題を共有するため，地域におけるさまざまな企業や事業所，各種団体などとのネッ

トワークや話し合いの場を創出します。 

・ボランティア活動への参加や協力を促す際は，地域活動に対する施設や設備などを貸し出

すなどして，企業や事業所が協働に参画しやすい環境や体制をつくります。 

３）行政における推進体制の強化 

・地域推進課に市民協働推進の担当係を置くとともに，庁内の連携を強化し，地域資源や地

域課題などについて共有を図るなど，協働のまちづくりを推進するための環境整備に取り

組みます。 

・庁内の各部署における施策や事業の実施にあたり，常に協働の視点から実施方法を検討及

び評価し，市民や活動主体の理解と協力を得ながら推進します。 

・協働に対する理解を深めるため，市職員は協働に関する研修や講習会などに積極的に参加

します。 

・地域の実情を知り，地域の声を聞き，地域との交流や連携を密にしながら，課題の解決に

取り組むことで市と地域の連携体制の強化を図ります。 
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２ 市が進める協働のしくみづくり 

１）連携・協力ネットワークの構築 

・市民や活動団体相互の信頼関係の構築を目指し，多様な主体が参加するネットワークの組

織化および参加促進を図ります。 

・市民やさまざまな活動団体同士の交流の輪を広げ，話し合う場として「（仮称）市民協働

市民会議」を立ち上げます。 

・協働のまちづくりを推進する中核的な組織として，市が事務局となり，各種団体及び組織

の代表者を構成員とする「（仮称）市民協働推進委員会」を立ち上げ，協働の推進環境づ

くりや取組状況の評価，本指針の見直しなどを行います。 

２）協働の評価 

・本指針に基づき，各主体による取組の点検及び評価を行います。 

・市民協働の取り組みや制度の見直しを行い，着実で効果的な協働のまちづくりの推進を図

ります。 

 

 

図―庁内組織体制と（仮称）つくばみらい市市民協働推進委員会の関係図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

（仮称）市民活動まちづくりセンター 

（コーディネーター） 

市 長 
（庁内検討委員会／庁内各部署担当者（ワーキングチーム）／担当課） 

（仮称）市民協働推進委員会 

中立 

市 

活動団体 
（ＮＰＯ法人，ボランティア，企業等） 

市民 

市民会議 
（仮称）市民協働市民会議 
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 2018 年（平成 30年）9月，10月に実施しました，つくばみらい市市民協働基本指針策

定に伴う「市民懇談会」において，「体制づくり」に関して以下のようなご意見をいただきま

した。 

□役所内の意識の改革と市民のサポートする制度を考えるべき 
・市民と行政が対等な立場で協働のまちづくりを進めていくことが必要 

□団体間等をつなぐ仕組みや場が求められている 
・「地域活動と行政」，「ＮＰＯや市民活動団体」などをつないでいくことが必要 

・ボランティアについては，人が集まる仕組みが必要・活動の困りごとなどの団体間の意

見交換できるネットワークが求められている 

 
▲市民懇談会の様子 

（第 3回板橋コミュニティセンター） 

 

 
▲市民懇談会の様子 

（第 4回_みらい平コミュニティセンター） 
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Ⅴ 基本的な考え方 

１ 市民協働の基本原則 

市民協働の意義等を踏まえながら，市民協働によるまちづくりを推進するための協働の原則

を次のとおりとします。 

 

対等関係と

自主自立 

協働で課題を解決するためには，協働の原則である双方が対等の関係であ

ることが重要となります。上下ではなく横の関係にあることをお互いに常に

認識し，各々の自由な意思に基づき協働することが第一歩となります。 

協働にあたっては，公共的課題に対して弾力的に対応できる等，市民活動

のもつ長所を十分生かすことが大切であり，市民（市民活動）の自主性を尊

重し，公共的課題を協働して解決するパートナー（同伴者）として常に自立

した存在として進められてこそ協働は意義のあるものとなります。 

 

相互理解と

目的共有 

相互理解を高めるためには，相手の本質を十分理解することが大切です。

長所や短所も含めてお互いをよく理解してこそ，それぞれの役割を確実に果

たすことができます。そして，市民協働の目的が何であるかをお互いが共通

理解し，公共的課題の解決を図ることが重要です。 

 

公開と評価 

協働関係を結ぶ両者の関係が，外からよく見える，開かれた状態であるこ

とが必要です。そのため両者についての基本的事項が情報公開されていると

ともに，一定の要件を満たせば誰もがその関係に参入できることが，公共的

課題解決に関する協働には欠かせない条件です。 

協働の成果や効果を次に繋げ発展させていくためには，事業の経緯や結果

について適宜見直しを行い，より良い協働のあり方を構築していくことが大

切です。 
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２ 市民協働の領域 

社会活動においては，行政が行う活動や市民が主体的に行う活動などさまざまな活動領域が

あります。また，これらの領域のうち，行政だけが行うのではなく，市民と行政が役割と責任

を分担して行うことが望ましいと思われる中間的な活動領域が，市民協働にふさわしい領域と

考えています。 

 

 

－市民の領域－ 

（例） 

 

 

－行政と一緒にやる「協働」の領域－ 

 

 

－行政の領域－ 

（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

市民の領域 市民協働の領域 行政の領域 

市民が自主的に

行う領域 

市民が主体とな

り，行政が支援

する領域 

市民と行政が互

いに特性を生か

し，連携・協力

する領域 

行政が主体とな

り，市民の協力

により行う領域 

行政の責任によ

り行う領域 

市民と行政の協働にふさわしい分野としては，例

えば次のようなものが考えられます。ただし，こうし

た分野は社会の変化や市民ニーズに合わせて，柔軟に

考えていくべきものだと考えられます。 

●地域ごとの実情に合わせ，きめ細やかで柔軟な対応

が必要な分野 

（子育て支援，高齢者支援，公共施設の管理・運営な

ど） 

●地域社会との密接な連携が必要な分野 

（防犯・防災，青少年問題，ごみの減量化を含む環境

問題など） 

●特定分野の専門性など，行政とは異なる発想でのサ

ービスが期待できる分野 

（芸術，文化，スポーツなどの生涯学習，国際交流な

ど） 

●合意形成が必要な分野 

（まちの環境を守るためのルールづくりなど） 

●今まで行政が取り組んだことのない先駆的な事業 

●自分や家族の

こと 

●地域行事 

●近所づきあい 

など 

●公的証明書

の発行 

●許認可（建

築許可や使用

許可など） 

 

などの法律や

条例に基づく

行為 
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３ 市民協働の形態 

市民協働の活動領域の中で，事業内容や担い手に応じて様々な市民協働の形態を選択してい

く必要があります。 

 

活動分類 形態 内容 

市民が主体と

なり，行政が

支援する領域 

 

補助・助成 市民が事業主体となる公益的な事業に対して，行政が財政的

な支援（将来的に自立できるような支援）を行うものです。 

後援 市民が主体的に行う事業に対し，その事業の公益性を認め，

行政の名義の使用を承認し社会的信頼性が増すように支援を

行うものです。 

事業支援 市民が主体的に行う事業に対し，行政が場の提供や知的支援

などを行うものです。 

市民と行政が

互いに特性を

生かし，連

携・協力する

領域 

共催 市民と行政が共に主催者となって，共同して事業を実施する

ものです。 

情報交換 

情報提供 
広報紙の発行，検討会，フォーラム，ワークショップの開催

等により，市民と行政がそれぞれ持つ情報の提供や情報交換

を行うものです。 

実行委員会 

協議会 
市を含めたさまざまな協働の主体が集まって新たな組織をつ

くり，その組織が主催者となって事業を行うものです。 

協定 市民と行政が対等な立場で地域課題等の解決に向けた取り組

みについての協定を結び実施するものです。 

行政が主体と

なり，市民の

協力により行

う領域 

業務委託 行政が事業主体となり，市民が持つ特性を生かすことによっ

て，より質の高いサービスの提供を行うものです。委託先と

しては地域に根差しているＮＰＯ法人や市民活動団体などが

考えられます。 

 

企画や計画

立案への参

画 

行政が事業の企画や計画を立案する際に，意見や情報を交換

したり，提案を求めたりするものです。また，審議会や委員

会等の委員としての参画もあります。 

事業協力 行政が事業主体となり，互いに目標や役割分担などを取り決

め，事業を協力して行うものです。 
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４ 市民協働の主体と活動による効果 

市民協働を適切に推進していくために，お互いの特性を知り，それぞれの特性を十分に生か

して進めていくことが大切です。おおまかに分類すると次のように分けることができ，それぞ

れの主体だけでの個別の取組よりも協働することによる相乗効果が期待できます。 

 

主体名称 活動による効果 

個人 
― 本市に在住，在勤，在

学している人 

知識や能力，経験をまちづくりに生かしまちづくりの輪を広げな

がら，一方で多様化し，複雑化するニーズに対応したより質の高

いサービスを受けることにつながります。 

地縁型活動団体 
― 自治組織など地域内で

組織され活動する団体 

地域の課題や目的を共有するとともに，地域における課題解決を

行いながら，地域コミュニティの活性化に繋がります。 

目的型活動団体 
― ＮＰＯ法人など，非営

利活動を行う市民活動団

体 

それぞれの団体が持つ活動目的の実現を図るとともに，団体が培

ってきた経験や専門的知識，情報などを生かしながら，まちづく

りの課題解決を図ることがきます。 

その他の団体組織※８ 
― 一般社団法人，社会福

祉法人，学校法人等公益

活動団体 

それぞれが持つ独自の専門性やノウハウを生かし，よりよいまち

づくりを実現することができます。 

事業者 
― 営利を目的に活動する

組織や地域と連携して地

域貢献活動を行う組織 

地域課題を解決する協働事業を通してイメージアップが図られる

とともに，地域との間に良好かつ充実した関係を築くことができ

ます。 

行政 
― つくばみらい市教育委

員会などの執行機関，国

の機関や独立行政法人な

どの公的機関 

多様化し，複雑化するニーズへの迅速かつ的確な対応や価値の高

いサービスの提供が期待できます。また，市民と一緒になって，

地域課題の解決に取り組むことで，行政における事業や仕事の進

め方を見直す機会になります。 

 

  

※８）その他の団体組織： 

一般社団法人は，一般社団・財団法人法に基づいて設立される，営利を目的としない社団法人 

社会福祉法人は，社会福祉事業を行うことを目的として社会福祉法に基づいて設立されている法人 

公益活動団体は，自主的かつ自発的な不特定かつ多数者の利益の増進に貢献することを目的とした

非営利の活動団体 
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５ 市内で活動されている団体 

市内で活動している団体の多くは，「地縁型活動団体」か「目的型活動団体」に分類され，

それぞれの分野において積極的な活動をしています。 

 

１）地縁型活動団体 

本市の地縁組織（行政区，自治会，班等）について

は，221の行政区※９があります。 

 

２）目的型活動団体 

本市と関わりのある市民活動団体については，108の活動団体※10

（うち３団体がNPO法人）が登録されています。 

それぞれ団体の活動の分野としては，大きく８つにわけられます。 

 

図―市内登録団体の活動分野数と活動例   

図表―市内登録団体の活動分野の割合 

※９：行政区，自治会，班含む 

※10：ボランティア連絡協議会，市区長会，行政区・自治会を除く 

 組織数 加入世帯数 

行政区 213組織 12,221世帯 

自治会 ３組織 85世帯 

班 ５組織 70世帯 
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６ 本市における市民協働の活動事例 

市民協働の活動領域における「市民主体」「対等」「行政主体」の３つの活動分類別にみた

本市の活動事例は，以下のものがあります。 

 

田んぼアート 

  
  ▲田んぼアート     ▲田植え会の様子 

□田んぼアート 

地域活性化のため，つくばみらい市の豊かな自然

環境・農村文化を「田んぼアート」でアピール 

主催：活動団体（つくばみらい市が補助） 

（NPO 古瀬の自然と文化を守る会） 

参加：市民 

かんがるぅひろばサロン /           スポーツフェスティバル 

□かんがるぅひろばサロン（月１回開催） 

地域のママと子どもが交流して遊べる子育てサロン 

主催：つくばみらい市 

協力：活動団体（託児ボランティアソレイユ） 

□スポーツフェスティバル 

さまざまなスポーツに触れ合えるスポーツのお祭り 

共催：つくばみらい市体育協会，つくばみらい市 

協力：市内スポーツ関連団体  

 

 

 

 

 

▲子育てサロンの様子   ▲スポーツフェスティバル

の様子 

災害支援ボランティア /               自主防災組織※11の活動 

  
 ▲災害支援ボランティア  ▲自主防災組織内での 

参加者          備蓄品の保管の様子 

◆災害支援ボランティア（豪雨災害支援） 

倉敷市での復興ボランティア活動 

主催：つくばみらい市 

参加：市民 

◆自主防災組織の活動 

自主防災組織の活動（備蓄品の保管） 

主体：自治会 

移送サービス /                プラチナ男性料理教室 

□移送サービス 

高齢者や障がい者の方を福祉施設や医療機関へ送迎 

主催：社会福祉協議会（つくばみらい市が委託） 

主体：市民（移動運転ボランティア） 

□プラチナ男性料理教室 

配食ボランティア育成を目指し，男性のための料理教室

を開催 

主催：つくばみらい市社会福祉協議会 

参加：市民 

  

 ▲移送サービスの様子  ▲男性料理教室の様子 

  

※11）自主防災組織：災害に対して地域住民が自分たちの地域は自分たちで守るという連帯感に基づき，

住民の自発的意思により結成された組織のこと 
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Ⅵ おわりに 

これまでは，それぞれの立場でそれぞれの思いでまちづくりに関わってくることが多かった

と思いますが，これからはまちに関わる多種多様な人や組織が同じ目的を共有し，お互いが助

け合い，できることから力をあわせながらまちを創っていくことが重要であると考えます。 

協働によってどのような効果をまちづくりにもたらすのかを最後にまとめ，新しいまちづく

りの仕組みを構築するための小さな一歩を市民の皆さんと踏み出していきたいと思います。 

 

協働による効果１ 協働により“助け合いのまち”が出来ていく 

最近は，近隣の住民同士が集まる機会も減少してきている中，隣近所の助け合いが必要な

とき，地域に住む一人ひとりが，困ったときには「お互いさま」という気持ちで助け合えるま

ちが協働の関係を高めることで生まれてきます。 

 

協働による効果２ 協働により“特性を生かした役割分担”が出来ていく 

行政は公平で平等に社会全体の利益の向上を考え活動し，ＮＰＯ法人は専門性をもとに自

由な取り組みで特定の地域課題の解決を行います。行政やＮＰＯ法人，また自治会，企業など

それぞれの特性，能力を認め合い，みんながまちづくりのパートナー（同伴者）であることを

理解し連携・協力することで，まちづくりの役割分担が構築され，それぞれの特性を生かした

活動の効果が発揮されやすくなります。 

 

協働による効果３ 協働により“まちづくり”がさらに高まっていく 

まちづくりを行う当事者が共通の目的を共有し，それぞれの特性と能力を生かし，連携・

協力していくことで，互いに足りないところが補完され，ひとりではできないことができるよ

うになります。オーケストラのように様々な楽器を演奏し一つの楽曲を完成するように，まち

づくりのレベルを高めることにつながります。 
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資 料 編 

１ 策定経緯 

年月日 事項 内容 

平成30年(2018年) 

８月10日(金) 第１回策定委員会 

○委嘱状交付 

○委員長・副委員長の選出 

○議事 

・市民協働について 

・今後のスケジュールについて 

・組織体制について 

9月30日(日) 第1回市民懇談会（伊奈庁舎） 
○意見交換 

「つくばみらい市の市民協働にとってのキーワードを

考えよう！」 

 
10月11日(木) 

第２回市民懇談会（谷和原庁

舎） 

10月21日(日) 
第３回市民懇談会（板橋コミ

ュニティセンター） 

10月27日(土) 
第４回市民懇談会（みらい平

コミュニティセンター） 

11月６日(火) 第２回策定委員会 

○報告：市民懇談会開催の概要について 

○議事 

・市民協働基本指針骨子（案）について 

11月14日(水) 第１回庁内検討委員会 

○報告：市民懇談会開催の概要について 

○議事 

・つくばみらい市市民協働基本指針（案）について 

11月26日(月) 第３回策定委員会 
○議事 

・つくばみらい市市民協働基本指針（案）について 

12月13日(木) パブリック・コメント説明会 
 

12月18日(火) 

～1月16日(水) 
パブリック・コメントの実施 

 

平成3１年(2019年) 

２月１日(金) 第２回庁内検討委員会 

○議事 

・つくばみらい市市民協働基本指針（案）に対する意

見の内容及び市の考え方について 

２月14日(木) 第４回策定委員会 
○議事 

・つくばみらい市市民協働基本指針の最終案について 
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２ つくばみらい市市民協働基本指針策定に伴う市民懇談会の開催概要 

□日程・会場 

・第１回 平成30年9月30日（日）10:00～12:00（伊奈庁舎２階会議室） 

・第２回 平成30年10月11日（木）19:00～21:00（谷和原庁舎２階大会議室） 

・第３回 平成30年10月21日（日）19:00～21:00（板橋コミュニティセンター研修室） 

・第４回 平成30年10月27日（土）10:00～12:00（みらい平コミュニティセンター研修室） 

□当日の進行 

○資料説明 

・市民協働とは 

・市民協働基本指針策定について 

・市の市民協働の現状 

○意見交換 「つくばみらい市の市民協働にとってのキーワードを考えよう！」 

・テーマ１「どんな分野の協働があればいいか」 

・テーマ２「地区の現状に応じた協働について」 

□懇談会当日の風景 

 
第 1 回の懇談会の様子 

 
第 4 回の懇談会の様子 

 
会場に設置した市民活動の紹介 

□出席者数 

・４日間合計 85人（内訳：第１回 40名／第２回 20名／第３回 ９名／第４回 16名） 

□意見交換の結果 

○団体間等をつなぐ仕組みや場が求められている 

・「地域活動と行政」，「ＮＰＯや市民活動団体」などをつないでいくことが必要 

・ボランティアについては，人が集まる仕組みが必要 

・活動の困りごとなどの団体間の意見交換できるネットワークが求められている 

○市民と行政の役割分担（活動しやすい環境整備） 

・市民の主体的な発案や意見に対し，行政がどう支援・バックアップするかが必要 

・活動の場の広がりを作れるようなシステムが必要（施設利用など） 

・地元の高校生や地域を巻き込んでやってもらいたい 

・NPO や小さな組織をつくるため市のサポートが必要 
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○情報の発信と共有 

・団体間の情報やノウハウを公開し合い共有する 

・ボランティアに関する情報をもう少し市民にアピールすることが必要 

○協働体制をつくるまとめ役 

・行政や市民，活動団体をつなぐコーディネーターが必要 

・団体と自治会の動きがまだバラバラであるためまとめる仕組みが必要 

○協働の制度 

・地域通貨（ボランティアポイント制度）となる仕組みなどの検討が必要 

・市民の安全性を確保する（ボランティア保険等）制度の検討が必要 

・集会場などを市民が活動の場としても使えるように力を入れることが必要 

○協働による高齢者や障がい者の支援 

・高齢者・障がい者への支援（移動支援，買物支援等）を協働で行うことが必要 

・アクティブシニアにボランティアをお願いするなど対策が必要（高齢者の移動の確保） 

○市の資源を大切にするサポート 

・郷土芸能に対する補助を増やして欲しい 

・まち並みなど街の資産価値を下げない街路樹の確保などが必要 

○役所内の意識の改革と市民のサポートする制度を考える 

・市民と行政が対等な立場で協働のまちづくりを進めていくことが必要 

○継続して協働を考える場が必要 

・市職員も交えて自治会や市民活動団体が対話できる場を今後も継続し，共通の場を探り，広げ

ていく努力を両者が進めていくことが必要 

○自治会・市民活動団体の会員の減少 

・自治会の会員が減少して危機的状況である 

・市民活動団体では，活動スタッフが不足していることが一番の悩み 

○自治会のない地域（駅周辺）での現状 

・町内会がない地区ではごみ拾いなど地区の困りごとに手をだせない 

○協働とは何か 

・協働の意味がよくわからない，協働という言葉が非常に抽象的である，協働の目的は何なのか

明記してもらいたい 

など 
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３ つくばみらい市市民協働基本指針策定委員名簿 

 選出区分 氏名 所属等 備考 

1 識見を有する者 小菅 均 元茨城県職員 副委員長 

2 

市民（公益的団体等） 

松本 譲二 つくばみらい市区長会会長  

3 齊藤 登 つくばみらい市社会福祉協議会副会長  

4 飯田 昌吾 つくばみらい市商工会副会長  

5 小田島 望 つくばみらい市商工会青年部部長  

6 古舘 千惠子 つくばみらい市ボランティア連合会会長 委員長 

7 稲葉 純子 
ガールスカウト副団長 

文化協会会計，美術部部長 
 

8 長塚 清 ＮＰＯ法人古瀬の自然と文化を守る会  

9 横田 明 ＮＰＯ法人城山を考える会代表理事  

10 菩提寺 宗子 託児ボランティア ソレイユ代表  

11 兼末 綾子 すみれ幼稚園ＰＴＡ会長  

12 

市民（公募） 

岩本 美津子 市民  

13 大橋 信久 市民  

14 事業所 井澤 宏哲 株式会社クボタ筑波工場 勤労課長  
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４ つくばみらい市市民協働基本指針策定委員会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 市民との協働によるまちづくりを推進するに当たり，市民との協働のあり方や具体的な方策

に関し協議するため，つくばみらい市市民協働基本指針策定委員会（以下「委員会」という。）を

設置する。 

 

（所掌事務） 

第２条 委員会は，次に掲げる事項について協議し，その結果を市長に報告するものとする。 

 （１） 市民協働のあり方や方向性を示す基本指針の作成に関する事項 

 （２） 前号に掲げるもののほか，市民との協働に関し市長が必要と認める事項 

 

（組織） 

第３条 委員会は，委員１４人以内をもって組織する。 

２ 委員は次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

 （１） 市民との協働に関し，優れた識見を有する者 

 （２） つくばみらい市区長会の代表者 

 （３） 社会福祉法人つくばみらい市社会福祉協議会の代表者 

 （４） つくばみらい市商工会の代表者 

 （５） つくばみらい市ボランティア連合会の代表者 

 （６） 公募による市民 

 （７） 市内に事務所又は営業所を有する事業所の代表者 

 （８） 市内で活発に活動するＮＰＯ法人の代表者 

 （９） 前各号に掲げる者のほか，市長が必要と認める者 

 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は，委嘱の日から第２条各号に掲げる事項が完了し，指針策定が終了するまでと

する。ただし，委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置き，委員の互選により定める。 

２ 委員長は，会務を総理し，委員会を代表する。 

３ 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは，その職務を

代理する。 

 

（会議） 

第６条 委員会の会議（以下「会議」という。）は，委員長が招集し，委員長が会議の議長となる。 

２ 委員会は，委員の半数以上の出席がなければ，会議を開くことができない。 

３ 会議の議事において議決をする必要がある場合にあっては，出席した委員の過半数をもって決

し，可否同数のときは議長の決するところによる。 

４ 委員会は，必要があると認めるときは，会議に委員以外の者の出席を求め，説明若しくは意見を

聴き，又は必要な資料の提出を求めることができる。 

 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は，市民経済部市民サポート課において処理する。 

 

 



 

ページ 26 

 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は，委員長が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は，平成３０年７月１０日から施行する。 

（告示の失効） 

２ この告示は，市民協働基本指針策定の日限り，その効力を失う。 

（会議の招集に関する特例） 

３ この告示の施行後最初に行われる会議の招集は，第６条第１項の規定にかかわらず，市長が召集

する。 
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ページ 28 

 


